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本論文の構成は以下の通りである。 
第 1章 序論 
 1.1 はじめに 
 1.2 関連研究の状況と本研究の位置づけ 
   1.2.1 善意のない政府（non-benevolent government）による分析 
   1.2.2 政府と企業間における非対称情報の対策－政府による監査制度の分析－ 
   1.2.3 混合寡占の分析 
第 2章 民営化および政府による政治的配慮 
 2.1 はじめに 
 2.2 モデル 
 2.3 分析 
   2.3.1 ファーストベスト 
   2.3.2 国営化の分析 
   2.3.3 民営化の分析 
   2.3.4 国営化と民営化の厚生比較 
 2.4 予備的考察 
 2.5 おわりに 
第 3章 民営化と監査制度 
 3.1 はじめに 
 3.2 モデル 
 3.3 分析 
   3.3.1 政府の最適戦略 
   3.3.2 企業の最適戦略 
   3.3.3 分離均衡 
   3.3.4 一括均衡 
 3.4 公営企業の民営化 
   3.4.1 交付後の監査と均衡 
   3.4.2 罰金の上限 
 3.5 民営化の是非 
   3.5.1 事前調査なし 
   3.5.2 事前調査あり 
 3.6 おわりに 
第 4章 混合複占における政府の補助金政策 
 4.1 はじめに 
 4.2 混合複占における同質財の数量競争および補助金政策 
   4.2.1 モデル 
   4.2.2 混合複占の分析 
   4.2.3 私的複占の分析 
   4.2.4 混合・私的複占の比較（数量競争） 
 4.3 混合複占における差別化された財の価格競争および補助金政策 
   4.2.1 モデル 
   4.2.2 混合複占の分析 
   4.2.3 私的複占の分析 
   4.2.4 混合・私的複占の比較（価格競争）    
 4.4 おわりに 
第 5章 混合複占における企業の生産能力－企業の所有と経営の分離－ 
 5.1 はじめに 
 5.2 モデル 
 5.3 数量競争 
 5.4 価格競争 
 5.5 おわりに 

































































































































(9) observable delay gameという設定は現実のどんな状況を想定したものか、例示が必要
との指摘に対して、企業による財の発注と市場供給に時間的なずれがある場合を例として
挙げているが、これは設定の一つの解釈として妥当であると思われる。こうした解釈を与
えることによって、本章のモデルに適合的な財・サービスを想定しやすくなった。 
(10) 社会厚生の無関連性という結論が実際の民営化について論じる際にどのように解釈さ
れるのかをもう少し詳しく議論した方がよいとの指摘に対し、国営維持の調整費用と民営
化実施費用の大小関係により、いずれが望ましいかが決まる点を補足説明として入れた。 
 
第 5章について 
(11) 利潤と生産を考慮したインセンティブ契約というは、一定の合理性があると考えられ
るが、なぜこのタイプのインセンティブ契約を考慮することが望ましいのかという説明が
不足しているので、補うべきであるとの指摘がなされた。これに対しては、生産能力より
も観察しやすい生産量で経営者の業績評価を行う状況では、このようなインセンティブ契
約が想定できることを追記した。 
(12) 本章のモデルはやや複雑であるために、結果が導かれるまでの道筋が見えにくい部分
がある。より明確で直観的な説明ができるよう、生産能力と経営委任の導入が混合複占と
私的複占の社会厚生にどのように影響しているかについて比較静学を表にまとめるなど、
整理が必要であるとの指摘を受けた。これに対応して、製品差別化の程度、インセンティ
ブ・パラメータが生産能力、生産量に与える影響について表にまとめられたことにより、
議論の筋道がとても見えやすくなった。 
(13) モデルが想定する状況に近いと思われる市場の例をいくつか挙げてもらいたいとの要
求があった。そこで、公的部門が所有する施設を民間委託する例として、スポーツジムな
どが挙げられた。これらは、所有者である公的部門が住民の厚生を向上させることを要望
するために、経営者が利潤だけでなく、供給量の拡大を考慮する可能性が十分に考えられ、
実際的な例示であると思われる。 
 
元論文に対するコメントは、これらの修正によって適切に答えられたと考えることができ
る。よって、本論文は博士学位請求論文として適当なものであると判断する。 
 
以上 
